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565

23

（督促手数料）
人 件 費 （会計年度任用職員５人ほか）

（納付催告等業務員派遣ほか）

（保険給付費等交付金）

8,717

減

（静岡県国民健康保険団体連合会）

委 託 料

前年度比

保険料賦課徴収費

2 徴 収 費 62,180

（労働保険料納付金）

7,66524,103

62,180

県支出金

前年度比

・

・

負 担 金・

連合会負担金

5,644

5,6442

1

・

・ 88,544物 件 費

負 担 金・

・ 14,622 （システム運用支援ほか）委 託 料

増14,793前年度比

（正規職員29人、会計年度任用職員８人）

（旅費1,131、需用費2,057、役務費24,459、使用料及び賃借料
60,897）

人 件 費

1 総 務 管 理 費 312,972

14,816307,328

198,090

1

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳

一 般 財 源
特 定 財 源

そ の 他

7,665

74増

費 目 本 年 度 予 算 額
特 定 財 源 の 内 訳

372,094

国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債

1 総 務 費

前年度との比較

増 減

（職員用端末機使用ほか）

前年度比一般管理費

1,809

・

381,568 14,404

減

565 減

諸収入

6,072

28,940 諸収入 35

1,700手数料

物 件 費
2,660、備品購入費20）

・ 負 担 金 420 （光学文字読取装置使用ほか）

（旅費520、需用費2,493、役務費23,247、使用料及び賃借料

（労働保険料納付金）

前年度比
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687 （運営協議会委員21人）

784

委 託 料

・ 人 件 費

運営協議会費

・

5,632

費 目

（旅費32、需用費14、役務費24、使用料及び賃借料27）

特 定 財 源 の 内 訳

132 （ホームページ改修）

（需用費）

増

・ 97物 件 費

前年度同額

前年度同額784

増4

・

176

1 総 務 費

3 運営協議会費

1

前年度比

5,500

176

趣 旨 普 及 費

1 5,632趣旨普及費

前年度比

物 件 費

歳 出 の 内 訳

（単位　千円）
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前年度との比較
費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源

特 定 財 源 の 内 訳
国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳

14,227,837 △ 199,253 14,148,392

増 減 一 般 財 源

79,445

療 養 諸 費 12,289,894 前年度比 178,679 減

2 保 険 給 付 費

1 一般被保険者療養給付費 12,128,363 前年度比 197,781 減 県支出金 12,128,363
（保険給付費等交付金）

・ 被 保 険 者 １ 人 当 た り 給 付 額 299,510円

2 退職被保険者等療養給付費 1 前年度同額 県支出金 1
（保険給付費等交付金）

3 一般被保険者療養費 112,109 前年度比 12,012 増 県支出金 112,109
（保険給付費等交付金）

・ 被 保 険 者 １ 人 当 た り 支 給 額 2,769円

4 退職被保険者等療養費 1 前年度同額 県支出金 1
（保険給付費等交付金）

5 審査支払手数料 49,420 前年度比 7,090 増 県支出金 48,805
（保険給付費等交付金）

・ 診 療 報 酬 審 査 支 払 手 数 料 １件当たり 61円

・ 柔 道 整 復 審 査 支 払 手 数 料 １件当たり 163円

・ 柔道整復二次審査支払手数料 １件当たり 41円

2 高 額 療 養 費 1,858,861 前年度比 16,372 減
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前年度比 4,202

前年度比 4,200

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

1 一般被保険者高額療養費 1,854,499 前年度比 18,732 県支出金 1,854,499
（保険給付費等交付金）

（単位　千円）

減

退職被保険者等高額療養費 1

2 保 険 給 付 費

・ 被保険者にかかる自己負担限度額を
超えた場合の支給費

前年度同額 県支出金 1
（保険給付費等交付金）

3 一般被保険者高額介護合算療
養費

4,360 2,360 増

2

県支出金 4,360
（保険給付費等交付金）

・ 医療保険と介護保険の自己負担額の
合算が限度額を超えた場合の支給費

前年度比

4 退職被保険者等高額介護合算
療養費

1 前年度同額 県支出金 1
（保険給付費等交付金）

3 移 送 費 251

1 一般被保険者移送費 250

前年度同額

前年度同額 県支出金 250
（保険給付費等交付金）

・ 被保険者の移送にかかる支給費

1
（保険給付費等交付金）

2 退職被保険者等移送費 1 前年度同額

1 出産育児一時金 58,800 減

4 出産育児諸費 58,830 減

県支出金
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前年度比 2

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

2 保 険 給 付 費

2 支払手数料 30

・ １件　　420,000円　（140件）

減

・ １件　　      210円　（140件）

5 葬 祭 諸 費 20,000 前年度同額

1 葬祭費 20,000 前年度同額

・ １件　　　50,000円　（400件）

6 傷病手当諸費 1

1 傷病手当金 1

前年度同額

前年度同額 県支出金 1
（保険給付費等交付金）

・ 被保険者のうち被用者が新型コロナ
ウイルス感染症に感染した場合等の
支給費
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退職被保険者等後期高齢者支
援金等分

退職被保険者等医療給付費分 2,814

134 減

金等分

前年度比

1,283,124

前年度比

一般被保険者後期高齢者支援
金等分

県への国民健康保険事業費納付金の
うち退職被保険者等の医療給付費分

・

3442

増

前年度比 11,097 増1

県への国民健康保険事業費納付金の
うち一般被保険者の後期高齢者支援

2 1,283,468 前年度比 10,963

・

2 3,205

後 期 高 齢 者

減

（保険給付費等交付金
233,969、財政安定化基
金交付金1）
繰入金

減

3
5,592,593 △ 214,558

1
（災害臨時特例補助）
県支出金 233,970

減

1国庫支出金

1 3,853,977

233,971

・

一般被保険者医療給付費分

県への国民健康保険事業費納付金の
うち一般被保険者の医療給付費分

医療給付費分

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

前年度との比較

増 減
費 目 本 年 度 予 算 額

国民健康保険
事業費納付金

前年度比 242,400

399,498

地 方 債 そ の 他国 （ 県 ） 支 出 金

支 援 金 等 分

239,1953,851,163 前年度比

4,959,124

398,067
（事業基金繰入金）

繰入金 1,431
（事業基金繰入金）
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455,148

県への国民健康保険事業費納付金の
うち退職被保険者等の後期高齢者支
援金等分

16,879

・

増

3 455,148 前年度比 16,879 増

1 前年度比

3 国民健康保険
事業費納付金

・ 県への国民健康保険事業費納付金の
うち介護納付金分

介護納付金分

介護納付金分

（単位　千円）

費 目

歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
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・

前年度同額

退職者医療の事務経費

1 共同事業拠出金 10

10

1 共 同 事 業
拠 出 金

10 前年度同額

4 共 同 事 業
拠 出 金 10 0

費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳
前年度との比較

特 定 財 源 の 内 訳
国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他

増 減 一 般 財 源
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（保険給付費等交付金）

県支出金 17,623

諸収入

193

193

（人間ドック検査業務委託ほか） 420

生活習慣病予防事業費 5,455 （予防保健指導ほか）

2,449

負 担 金

14,069
（出産費資金貸付金元
金収入）

（保険給付費等交付金）
減

費 目 本 年 度 予 算 額

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

前年度との比較

増 減

60,231175,543

5 保 健 事 業 費 228,385 3,675

1 特 定 健 康 診
査 等 事 業 費

県支出金

3,868

150,111

・

そ の 他

増

3,868前年度比

地 方 債

77,854

特定健康診査等事業費

12,943

前年度比175,543

増

2 保 健 事 業 費 52,842

・

859

国 （ 県 ） 支 出 金

・ （特定保健指導保健師謝礼ほか）

159,292 （特定健康診査ほか）

420

1

（旅費73、需用費4,316、役務費6,408、使用料及び賃借料2,146）物 件 費

減

（脳ドック検査業務委託ほか）

・

前年度比

（特定健診システム改修負担金ほか）

前年度比

・

13,851

・

重症化予防事業費 4,495

1 保健事業費

報 償 費

委 託 料

52,842

・ 医療費通知事業費

420 （貸付金）・

ジェネリック普及事業費

脳ドック助成事業費

・ 人間ドック助成事業費

13,974 （医療費通知送付）

（ジェネリック差額通知書送付）

出産費資金貸付事業費

543・

（重症化予防指導ほか）・
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費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

5 保 健 事 業 費

（単位　千円）

・ 受診行動適正化指導事業費 35 （訪問指導）
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11

・ 事業基金から生ずる収益の積立金

前年度比

前年度比 1,709
（利子及び配当金）

減

財産収入1 減事業基金積立金 1,709 11

6 基 金 積 立 金 1,709

1 基 金 積 立 金 1,709

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

費 目 本 年 度 予 算 額

地 方 債 そ の 他

前年度との比較

増 減

△ 11

国 （ 県 ） 支 出 金

1,709
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2,213公 債 費 2,213 0

利子 2,213

前年度同額

前年度同額

地 方 債 そ の 他

費 目 本 年 度 予 算 額

7

前年度との比較

増 減

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 （ 県 ） 支 出 金

・ 一時借入金利子

1 公 債 費 2,213

1
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1,000

104,132

前年度同額

・ 過年度分に係る保険料還付金

過年度分に係る保険料還付金・

還付に係る加算金

過年度分に係る保険税還付金

前年度同額

1

保険給付費等交付金返還金

退職被保険者等保険税還付金

1一般被保険者保険税還付金

・

・

4

5

2

3

6

減

過年度分に係る保険税還付金

・

償還金

一般被保険者還付加算金 前年度同額500

・

1 一般被保険者保険料還付金 26,000

1 131,684償 還 金 及 び
還 付 加 算 金

諸 支 出 金 27,052△ 257

費 目 本 年 度 予 算 額

131,685

国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他

8

前年度との比較

増 減

前年度比 257

104,633

退職被保険者等保険料還付金

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

諸収入 104,131
（国保連合会返納金）

前年度同額 452
（事業基金繰入金）
繰入金

前年度比 257 減

前年度同額
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諸 支 出 金

費 目

8

7 退職被保険者等還付加算金 50

歳 出 の 内 訳

・ 還付に係る加算金

特 定 財 源 の 内 訳

一般会計繰出金 11

前年度同額

前年度同額

・ 前年度精算に係る一般会計繰出金

2 1一 般 会 計
繰 出 金

（事業基金繰入金）

（単位　千円）

前年度同額 繰入金 50
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10,000

前年度同額

前年度同額

費 目 本 年 度 予 算 額

予 備 費 10,000

前年度との比較

0

増 減

9

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他

繰入金 10,000
（事業基金繰入金）

1 予 備 費 10,000

1 予備費 10,000
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